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(1)日本の研究開発費総額の対 GDP 比率は主要国の中でも高い水準にある。ただし、10 年前と比
べた対 GDP 比率の増加分には、GDP が減少した効果も含まれる。 
日本の研究開発費総額の対 GDP 比率は、最新年である 2013 年に 3.75％(OECD 推計 3.45％)であ
り、主要国の中でも高い水準にある。ここ 10 年の変化に注目すると、英国、フランスを除いた主要国での
研究開発費総額の対 GDP 比率は増加傾向にある。ただし、この間、日本の GDP は減少、他国の GDP
は増加傾向にある。したがって、日本の研究開発費総額の対 GDP 比率の増加分の一定割合は、GDP
の減少による効果である。他方、米国、ドイツ、中国、韓国では、経済規模が拡大すると同時に研究開発
費総額の対 GDP 比率も上昇している。 






























参照：科学技術指標 2015 図表 1-1-3 
【参考】 主要国の国内総生産（GDP） 
日 本 米 国 ドイツ フランス 英国 中　国 韓　国 EU-15 EU-28
(10億円) (10億ドル) (10億ユーロ) (10億ユーロ) (10億ポンド) (10億元) (10億ウォン) (10億ドル) (10億ドル)
2004 502,760.8 12,274.9 2,267.6 1,710.8 1,255.2 16,095.7 876,033.1 11,638.6 13,089.8
2005 505,349.4 13,093.7 2,297.8 1,772.0 1,326.7 18,742.3 919,797.3 12,198.5 13,745.7
2006 509,106.3 13,855.9 2,390.2 1,853.3 1,403.7 22,271.3 966,054.6 13,237.0 14,959.2
2007 513,023.3 14,477.6 2,510.1 1,945.7 1,481.0 26,659.9 1,043,257.8 13,990.3 15,899.7
2008 489,520.1 14,718.6 2,558.0 1,995.9 1,518.7 31,597.5 1,104,492.2 14,551.2 16,623.5
2009 473,933.9 14,418.7 2,456.7 1,939.0 1,482.1 34,877.5 1,151,707.8 14,203.1 16,283.2
2010 480,232.5 14,964.4 2,576.2 1,998.5 1,558.4 40,281.6 1,265,308.0 14,581.3 16,752.4
2011 473,904.8 15,517.9 2,699.1 2,059.3 1,617.7 47,261.9 1,332,681.0 15,153.6 17,461.2
2012 474,474.9 16,163.2 2,749.9 2,091.1 1,655.4 52,939.9 1,377,456.7 15,310.4 17,670.9
2013 483,110.3 16,768.1 2,809.5 2,113.7 1,713.3 58,667.3 1,428,294.6 15,481.6 17,915.6
年
 
注：各国の GDP は 2008SNA による（日本と中国は除く）。 
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(2)日本の政府の研究開発負担割合は、主要国の中では低位に位置している。 
次に、研究開発費における政府の役割（負担割合）を見る。最も大きい国はフランスであり 2012 年で
35.0％である。日本は、ここで示した 7 カ国の中では最も低い割合となっており、2013 年の政府負担割
合は 19.5％(OECD 推計 17.3％)である。これは、日本の研究開発費の負担割合のうち、企業(69.6％)に
加えて、私立大学(9.6％、主に授業料収入から成り立つと考えられる)の負担割合が他国と比較して高い
ためである。 
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２．研究開発人材から見る日本の状況 








【概要図表 4】 主要国の研究者数の推移 













































参照：科学技術指標 2015 図表 2-1-7
                             
1 研究者数の測定方法として、実数(HC: Head Count)によるものと、研究に従事した割合を考慮した(FTE: フルタイム換算)の 2 種類がある。主要国の研究





























































注： Head Count (実数値)である。 








































注： Head Count (実数値)である。 
参照：科学技術指標 2015 図表 2-1-12 
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３．大学院生から見る日本の状況 
(1) 大学院博士課程を目指す社会人の割合が増えている。 
日本の大学院博士課程の入学者数は、2003 年度をピークに減少傾向にあり、2014 年度は 1.5 万人と
なっている。他方で、社会人博士課程入学者数は継続して増加しており、2014 年度では 0.6 万人となっ
ている。社会人博士課程入学者数の全体に占める割合は、2003 年度で 21.7％であったが、2014 年度
では 37.7％と約 2 倍となった。 
【概要図表 7】 大学院（博士課程）入学者数 
 (A)専攻別入学者数の推移（博士課程）  (B)社会人入学者数の推移（博士課程） 
注：「社会人」とは、各 5 月 1 日において職に就いている者、すなわち、給料、賃金、報酬その他の経常的な収入を目的とする仕事に就いている者であり、
企業等を退職した者、及び主婦等を含む。   




2014 年度では 22.3％と、約 2 倍となった。 
2010 年までは、大学院全学生数、社会人大学院生数ともに増加を見せていたが、2011 年をピーク
に大学院全学生数は減少に転じ、社会人大学院生数の増加度合いも小さくなっている。分野別に見
ると、理工系の修士・博士課程における社会人大学院生の数は 2000 年代中盤から減少傾向にある。 
 
【概要図表 8】 日本の社会人大学院生(在籍者)の状況 
注：1) ここでの大学院生とは、修士課程または博士前期課程、博士課程または博士後期課程、専門職大学院課程のいずれかに在籍する者をいう。 
2)「社会人」は概要図表 7 の注を参照のこと。 











































































【概要図表 9】 国・地域別論文数、Top10％補正論文数、Top1％補正論文数：上位 10 か国・地域 
(分数カウント法） 
 
注：PY とは出版年（Publication year）の略である。 
参照：科学技術指標 2015 図表 4-1-6 
論文数 シェア 順位 論文数 シェア 順位 論文数 シェア 順位
米国 178,302 32.7 1 米国 206,916 26.8 1 米国 263,133 21.0 1
日本 43,652 8.0 2 日本 66,635 8.6 2 中国 163,891 13.1 2
英国 39,755 7.3 3 ドイツ 50,859 6.6 3 日本 64,843 5.2 3
ドイツ 36,843 6.8 4 英国 49,560 6.4 4 ドイツ 63,087 5.0 4
フランス 28,058 5.1 5 フランス 36,604 4.7 5 英国 57,433 4.6 5
ロシア 26,834 4.9 6 中国 35,147 4.5 6 フランス 44,455 3.5 6
カナダ 22,532 4.1 7 イタリア 27,530 3.6 7 インド 43,034 3.4 7
イタリア 16,150 3.0 8 カナダ 24,763 3.2 8 イタリア 40,763 3.3 8
インド 11,364 2.1 9 ロシア 20,253 2.6 9 韓国 40,323 3.2 9
オランダ 10,768 2.0 10 スペイン 19,341 2.5 10 カナダ 37,809 3.0 10
論文数 シェア 順位 論文数 シェア 順位 論文数 シェア 順位
米国 27,545 50.6 1 米国 31,430 40.8 1 米国 38,509 30.8 1
英国 4,494 8.2 2 英国 6,042 7.8 2 中国 15,062 12.0 2
日本 3,141 5.8 3 ドイツ 5,196 6.7 3 英国 7,983 6.4 3
ドイツ 3,034 5.6 4 日本 4,561 5.9 4 ドイツ 7,711 6.2 4
カナダ 2,494 4.6 5 フランス 3,549 4.6 5 フランス 4,932 3.9 5
フランス 2,428 4.5 6 カナダ 2,816 3.7 6 日本 4,471 3.6 6
オランダ 1,325 2.4 7 イタリア 2,337 3.0 7 イタリア 4,270 3.4 7
イタリア 1,196 2.2 8 中国 2,313 3.0 8 カナダ 4,230 3.4 8
オーストラリア 1,062 1.9 9 オランダ 1,858 2.4 9 オーストラリア 3,612 2.9 9
スウェーデン 998 1.8 10 オーストラリア 1,722 2.2 10 スペイン 3,518 2.8 10
論文数 シェア 順位 論文数 シェア 順位 論文数 シェア 順位
米国 3,113 57.1 1 米国 3,802 49.3 1 米国 4,613 36.8 1
英国 440 8.1 2 英国 633 8.2 2 中国 1,405 11.2 2
ドイツ 294 5.4 3 ドイツ 485 6.3 3 英国 880 7.0 3
日本 257 4.7 4 日本 363 4.7 4 ドイツ 749 6.0 4
カナダ 230 4.2 5 フランス 296 3.8 5 フランス 459 3.7 5
フランス 213 3.9 6 カナダ 254 3.3 6 カナダ 419 3.3 6
オランダ 120 2.2 7 中国 190 2.5 7 日本 367 2.9 7
スイス 100 1.8 8 イタリア 179 2.3 8 オーストラリア 365 2.9 8
オーストラリア 96 1.8 9 オランダ 176 2.3 9 イタリア 311 2.5 9
イタリア 90 1.6 10 スイス 150 1.9 10 スペイン 310 2.5 10
2011 － 2013年 (PY) (平均)
Top1％補正論文数 Top1％補正論文数 Top1％補正論文数
国・地域名
分数カウント 国・地域名 分数カウント 国・地域名 分数カウント
全分野 1991 － 1993年 (PY) (平均) 全分野 2001－ 2003年 (PY) (平均) 全分野
2011 － 2013年 (PY) (平均)
Top10％補正論文数 Top10％補正論文数 Top10％補正論文数
国・地域名
分数カウント 国・地域名 分数カウント 国・地域名 分数カウント
全分野 1991 － 1993年 (PY) (平均) 全分野 2001－ 2003年 (PY) (平均) 全分野
2011 － 2013年 (PY) (平均)
論文数 論文数 論文数
国・地域名
分数カウント 国・地域名 分数カウント 国・地域名 分数カウント
全分野 1991 － 1993年 (PY) (平均) 全分野 2001－ 2003年 (PY) (平均) 全分野
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び多くの分野で 2001-2003 年に比べて後退している。 
また、論文の生産へどれだけ関与したかという観点から、日本の相対的位置づけを見ることができる
整数カウント法による分析を行うと、こちらにおいても、日本の論文数（量の指標）、Top10％補正論文
数や Top1％補正論文数（質の指標）における世界ランクが、全体及び多くの分野で 2001-2003 年に
比べて後退している。 
 
【概要図表 10】 日本の論文数、Top10％補正論文数、Top1％補正論文数の世界ランクの変動 
2001-2003年のランク 2011-2013年のランク  
（A）分数カウント法 [論文の生産への貢献度] 














































臨床医学 基礎生命科学全体日本 化学 材料科学 物理学 計算機科学・数学 工学 環境・地球科学
 
注：ALL:論文数における世界ランク。Top10：Top10％補正論文数における世界ランク。Top1：Top1％補正論文数における世界ランク。矢印始点のランク
は 2001-2003 年の状況を、矢印の先のランクは 2011-2013 年の状況を示している。 














米国の全分野及び 8 分野中 6 分野において国際共著相手の第 1 位に中国が位置している。 
 
【概要図表 11】 当該国が論文生産に関与した論文と Top10％補正論文における共著形態の比較 
（A）論文数    （B）Top10％補正論文数 
41,607 
38,270 38,853 37,931 40,397 38,558 40,031 
42,987 
55,922 





























































































4,548 4,292 4,513 4,531 
3,384 3,459 3,833 
4,356 





























































































参照：科学研究のベンチマーキング 2015 図表 18 
 
【概要図表 12】 米国における主要な国際共著相手国・地域上位 10(2011-2013 年、％) 
1位 2位 3位 4位 5位 6位 7位 8位 9位 10位
中国 英国 ドイツ カナダ フランス イタリア 日本 オーストラリア 韓国 スペイン
17.3% 13.3% 12.4% 11.0% 8.2% 7.1% 6.3% 5.9% 5.8% 5.4%
中国 ドイツ 韓国 英国 フランス 日本 カナダ イタリア インド スペイン
23.2% 10.4% 8.3% 8.3% 6.0% 5.8% 5.4% 4.7% 4.5% 4.4%
中国 韓国 ドイツ 英国 日本 フランス カナダ インド オーストラリア イタリア
29.1% 13.3% 8.3% 6.9% 5.8% 5.1% 4.6% 4.2% 3.4% 3.2%
ドイツ 英国 中国 フランス イタリア 日本 カナダ スペイン ロシア スイス
23.5% 18.5% 17.5% 15.6% 11.7% 10.5% 9.9% 9.9% 7.9% 7.4%
中国 英国 カナダ ドイツ フランス 韓国 イタリア イスラエル スペイン オーストラリア
22.9% 8.6% 8.6% 8.0% 7.8% 6.5% 4.7% 4.0% 3.9% 3.2%
中国 韓国 カナダ 英国 ドイツ フランス イタリア 台湾 日本 スペイン
26.6% 9.7% 7.2% 5.9% 5.6% 5.2% 5.1% 4.0% 3.9% 3.5%
中国 英国 カナダ ドイツ フランス オーストラリア 日本 スイス イタリア スペイン
18.2% 14.6% 13.5% 11.7% 9.7% 8.7% 5.5% 5.1% 5.0% 4.8%
カナダ 英国 ドイツ 中国 イタリア フランス オランダ オーストラリア 日本 スペイン
14.8% 14.8% 12.8% 12.4% 9.8% 7.3% 7.2% 7.0% 6.2% 5.4%
中国 英国 ドイツ カナダ フランス 日本 オーストラリア イタリア スペイン オランダ
















2001-2003年のランク 2011-2013年のランク  
注：整数カウント法による。矢印始点の位置は、2001-2003年の日本のランクである。矢印先端が2011-2013年の日本のランクである。シェアは、米国に
おける国際共著論文に占める当該国・地域の割合を指す。 
参照：科学研究のベンチマーキング 2015 図表 24
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全体及び各分野において、1 番目に大きなシェアを持つ組織区分（第 1 組織区分）は国立大学であっ
た。2 番目に大きなシェアを持つ組織区分（第 2 組織区分）は全体では私立大学であるが、分野によっ
ては特殊法人・独立行政法人や企業となる。次に、Top10％補正論文数を見ると、論文数の構造とほ
ぼ同じだが、特殊法人・独立行政法人が 5 つの分野で 2 番目に大きなシェアを持つ組織区分として存
在感を示している。 






【概要図表 13】 論文と Top10％補正論文数の主要組織区分構造【分数カウント法】 
日本全体
全体 -3% 国立大学 -4% 私立大学 12% 特法・独法 8%
化学 -12% 国立大学 -12% 私立大学 -9% 特法・独法 2%
材料科学 -21% 国立大学 -12% 特法・独法 -22% 企業 -40%
物理学 -19% 国立大学 -14% 特法・独法 -13% 私立大学 -15%
計算機科学・数学 10% 国立大学 15% 私立大学 28% 企業 -43%
工学 -4% 国立大学 7% 企業 -37% 私立大学 27%
環境・地球科学 38% 国立大学 41% 特法・独法 43% 私立大学 37%
臨床医学 13% 国立大学 0% 私立大学 32% 特法・独法 52%








全体 -2% 国立大学 -1% 特法・独法 11% 私立大学 9%
化学 -17% 国立大学 -13% 特法・独法 0% 私立大学 -28%
材料科学 -37% 国立大学 -36% 特法・独法 -7% 私立大学 -48%
物理学 -12% 国立大学 -1% 特法・独法 -7% 私立大学 -7%
計算機科学・数学 16% 国立大学 29% 私立大学 37% 企業 -28%
工学 -10% 国立大学 -3% 企業 -44% 特法・独法 14%
環境・地球科学 73% 国立大学 76% 特法・独法 115% 私立大学 17%
臨床医学 29% 国立大学 15% 私立大学 63% 特法・独法 40%
基礎生命科学 1% 国立大学 4% 特法・独法 15% 私立大学 5%
Top10％補正論文数2001-2003年から
2011-2013年への
変化 第1組織区分 第2組織区分 第3組織区分
 
注：Article, Review を分析対象とし、分数カウントにより分析。図表内の伸び率（％）は、2001-2003 年を基準としたときの 2011-2013 年の該当数の伸び
を示す。第 1(2,3)組織区分とは、各分野での日本論文に占める割合が 1(2,3)番目に大きい組織区分を示す。 
参照：科学研究のベンチマーキング 2015 図表 85 
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パテントファミリー数シェアを見ると、米国と日本の順位は 1990 年代後半に入れ替わり、2000 年代は
日本のシェアが第 1 位となっている。これは、日本から複数国への特許出願が増加したことを反映して












であれば 2008、2009、2010 年の平均値） 
参照：科学技術指標 2015 図表 4-2-6(B) 
(B)技術分野毎のパテントファミリー数シェアの比較 



















1982 86 90 94 98 02 06
パテントファミリー数シェア
（3年移動平均％）(整数カウント)














































































































ドイツ、韓国である。日本については、その傾向が特に顕著であり、2002 年から 2012 年の 11 年間で大
きな変化は見られない。つまり、日本は技術に強みを持つが、国全体で見ると、それらの新製品や新た
なサービスの導入という形での国際展開が他の主要国と比べて少ない。 
【概要図表 15】 国境を越えた商標出願*と特許出願**(人口 100 万人当たり) 
 
注：1)＊商標数(Cross-border trademarks)の定義は OECD,“Measuring Innovation: A New Perspective”に従った。具体的な定義は以下のとおり。 
・日本、ドイツ、フランス、英国、韓国の商標数については米国特許商標庁（USPTO）に出願した数。 
・米国の商標数については①と②の平均値。 
① 欧州共同体商標意匠庁(OHIM)に対する日本と米国の出願比率を基に補正を加えた米国の出願数＝（米国が OHIM に出願した数/日本が
OHIM に出願した数）×日本が USTPO に出願した数。 
② 日本特許庁(JPO)に対する欧州と米国の出願比率を基に補正を加えた米国の出願数＝(米国が JPO に出願した数/EU15 が JPO に出願し
た数)×EU15 が USTPO に出願した数 
2)**特許出願数とは三極パテントファミリー(日米欧に出願された同一内容の特許)数(Triadic patent families)を指す。 









































始点を 2002 年、終点を 2012 年として 11 年間の 
時系列変化を示している。 
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貿易収支を減少させている。貿易収支を見ると、2011 年以降、1 を下回り、入超となっており、2013 年
の日本の収支比は 0.78 である。産業別に見ると、これまで出超であった電子機器が、2013 年に初めて
約 90 億ドルの入超となった。また、医薬品については、入超が継続しており、2013 年は約 180 億ドル
の入超である。 
他方、2014 年の日本のミディアムハイテクノロジー産業貿易収支比は 2.70 であり、主要国中第 1 位
である。推移を見ると、1990 年代中頃に、急激な減少を見せた後は漸減傾向にあるが、他国より大きく
出超である。産業別に見ると、2014 年時点では、自動車が約 1,200 億ドルの出超、機械器具が約 810
億ドルの出超となっている。 
 
【概要図表 16】 主要国におけるハイテクノロジー産業の貿易収支比の推移 
 
注：ハイテクノロジー産業とは「医薬品」、「電子機器」、「航空・宇宙」である。 
参照：科学技術指標 2015 図表 5-2-3 
【概要図表 17】 主要国におけるミディアムハイテクノロジー産業の貿易収支比の推移 
 
注：ミディアムハイテクノロジー産業とは「化学品と化学製品」、「電気機器」、「機械器具」、「自動車」、「その他輸送」、「その他」である。 







































































































＜科学技術指標 2015＞ ＜科学研究のベンチマーキング 2015＞ 














【概要図表 18】 整数カウント法と分数カウント法 
 
(A)国単位での科学研究力の把握の概念図 
国内論文
国際共著論文
国内論文
国際共著論文
を通じた
外国の寄与分
国際的活動への
関与分
整数カウント法 分数カウント法
国際的活動による
貢献分
論文の生産への
関与度
国際共著論文
論文の生産への
貢献度
 
 
(B)整数カウント法と分数カウント法 
整数カウント法 分数カウント法
カウントの仕方
●国単位での関与の有無の集計である。
●例えば、日本のA大学、日本のB大学、米国のC大学の共著
論文の場合、日本1件、米国1件と集計する。したがって、1件の
論文は、複数の国の機関が関わっていると複数回数えることと
なる。
●機関レベルでの重み付けを用いた国単位での集計である。
●例えば、日本のA大学、日本のB大学、米国のC大学の共著
論文の場合、各機関は1/3と重み付けし、日本2/3件、米国1/3
件と集計する。したがって、1件の論文は、複数の国の機関が
関わっていても1件として扱われる。
論文数を
カウントする意味 「世界の論文の生産への関与度」の把握 「世界の論文の生産への貢献度」の把握
Top10％(Top1％)
補正論文数を
カウントする意味
「世界のインパクトの高い論文への関与度」の把握 「世界のインパクトの高い論文の生産への貢献度」の把握
 
